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港大橋の建設とこれまで



港大橋の建設



（2024年1月1日時点）

50年以上 大阪池田線、守口線、森小路線、堺線、西大阪線、神戸西宮線等
40～49年 大阪池田線、松原線、大阪西宮線、湾岸線等
30～39年 東大阪線、湾岸線等
20～29年 湾岸線、大阪池田線延伸部、北神戸線等
10～19年 神戸山手線、淀川左岸線
９年以下 大和川線
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港大橋について

港大橋

営業延長 ２５８．１ｋｍ

名神湾岸連絡線

大阪湾岸道路西伸部

淀川左岸線（2期・延伸部）
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港大橋について

ゲルバートラス橋形式

980 m・19.3m全長・幅員

約45,000 ton重量

1974年7月15日完成年度

上層： 16号大阪港線
4号湾岸線

下層： 5号湾岸線
路線

10.3万台 （2022年度平日平均）日交通量

全長 980m

中央支間長 510m

橋梁諸元等



中央径間長 ｍ

１９００年頃着工

１９１９年完成

鉄道（単線）

車道（３車線）

中央径間長 ｍ

１８８２年着工

１８９０年完成

鉄道（複線）

中央径間長 ｍ

１９７０年着工

１９７４年完成

車道（８車線）

世界の橋
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港大橋の事業経緯

経緯
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1970.3.30 都市計画決定（1.2.9 大阪湾岸線）

1970.5.16 南港連絡橋建設部発足（庶務課、調査設計課、工事課）

1970.6.1 路線認定（高速道路大阪湾岸線）

自動車専用道路の指定（高速道路大阪湾岸線）

基本計画の指示（大阪市道高速道路大阪湾岸線）

1970.6.28 工事開始公告

1970.7.15 起工式

1974.6.13 工事完了公告

1974.7.15 港大橋供用開始

（参考）日本万国博覧会 1970.3.15～9.13



【時代背景】
・貨物取扱量等は、戦後の高度経済成長
と共に増大、十分なインフラ整備が必要

・大阪港は他の主要港湾に比べ取扱量の
伸びが低い

東京約2.1倍
（3,900万ｔ）

S35～S43

横浜約2.8倍
（15,000万ｔ）

名古屋約2.1倍
（7,100万ｔ）

大阪約1.6倍
（6,400万ｔ）

神戸約1.9倍
（11,400万ｔ）

大阪港 国内・国外（入・出）

事業の背景
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太平洋戦争



埋立地北側からも内陸へ連絡・湾岸地域と内陸部とつなぐ

・大阪市は港湾施設の整備
南港埋め立て地へのアクセス

陸路は埋立地南側のみ

・建設省は大阪湾岸道路の整備

湾岸地域を結ぶ幹線道路
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整備計画



・橋梁案とトンネル案の比較

【前提条件】

・構造規格 道路幾何構造要綱B-2級

・設計速度 60km/h
・道路幅員 ４車線２方向 19.0m

（将来８車線）

・曲 線 長 100m以上

・視 距 75m以上

・縦断勾配 6％以下

・曲線半径

・縦断曲線半径 凸型 1400m以上
凹型 1000m以上

曲線半径最大勾配

120m10％

140m8％

150m6％

220m0％

※ この時点では基礎が海中に突出しないように配置 ⇒ 支間：530m

構造形式の比較 【阪神高速】
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技術委員会

① 南港連絡道路として、

橋梁・トンネルいずれも技術的には可能

② 橋梁案、トンネル案それぞれの適正な

路線を選定できた

③ 本委員会・同分科会の技術資料に基づき

さらに着工までに調査研究を行へば、

経済的合理的な連絡道路の建設は可能

比較結果

１期・２期（築港深江線・湾岸道路）

事業費をトータルで両案を比較

橋梁案

トンネル案橋梁案項目

不等沈下量の予測、
地震時の挙動の解明

実績・橋梁工学の進
歩により設計可能

設計上の問
題点

航路の切り替え等の影
響
港湾施設の一時的な
使用不可

航路閉鎖は少ない
港湾施設への影響は
限定的

施工上の
問題点

圧迫感は免れない
事後処理が不可能

走行に影響ない

特に火災時の対策が
必要

換気・照明に要する経
費が大

圧迫感は少ない

ある程度修正可能
制限される可能性

積雪等制限される可
能性

特に考える必要ない

塗装に多大な費用が
必要

走行性

不等沈下

気象作用

防災対策

維持管理

安治川に向け縦断勾
配6％が1kmあまり続く

先行投資額が大きい湾岸道路

11

構造形式の決定



吊橋斜張橋アーチ橋ゲルバートラス橋

・地盤条件より
→ アンカー巨大
経済性
施工性
耐震安定性
用地条件

・比較的軽量

・課題
耐風安定性
架設時の安全性
基礎的な実験が必要

・地震時
→  固定橋脚に

影響大

・課題
架設時耐風安定性
ケーブルアンカー

・不等沈下に対し
て影響が大きい

・実績が多い

・安定性が高い

・静定構造
→  不等沈下に

対して有利

・比較的基礎が
小さい
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橋梁形式の比較



下部工に対して有利な構造に見直し
（４本柱 ２本柱 アーチ状弦材で補剛した二本柱形式）
 概略計算でおよそ1,000ｔの減量 【本形式の課題】

トラス下弦材とアーチ状弦材
の結合までが不安定

架設用仮部材が必要となる
うえ、その部材の取り付け構
造上溶接性に問題があるため
１ブロック当りの重量が大きく
なり架設の面で大きな課題 13

架設条件の変更

施工中支保工を海中におよそ４０ｍの範囲で設置が可能と
なった条件変更に伴う構造の見直し



架設について比較すると、「アーチ+トラス案」は仮部材が必要となり全体の安
定性について他の形式に比べると困難である。
また、「プラットトラス案」は斜材の大きさが問題となる。「Ｋ形トラス案」は小さい
三角形が他の形式に比較して早く組み立てる点に優位性を持つ

アーチ+トラス案 Ｋ形トラス案プラットトラス案

橋梁形式の決定
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全長 980m

中央支間長 510mハウトラス ハウトラス

プラットトラス

Ｋ形トラス Ｋ形トラス

主塔部 吊桁部 主塔部

定着部 張出部 張出部 定着部



第1砂礫層（OP-35ｍ付近）天満砂礫層を支持地盤に想定
【課題】

支持地盤より深くにある洪積粘土層（天満層粘土10～15ｍ厚さ）の沈下特性

一次圧密沈下とクリープ沈下
（粘土の横方向変位も考慮）

圧密理論、弾性理論および粘弾性理論

【試験】標準圧密・くり返し圧密・三軸圧密・三軸クリープ等
圧密係数・ポアソン比・静止土圧係数・せん断弾性係数・クリープ速度

P3の例

地質条件による沈下量算出
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ケーソンの安定
【課題】第２粘土層への影響

支持層：第１砂礫層厚6ｍ（ケーソン幅40ｍ）

【地盤応力の広がり】
① 簡易な計算法（下図）
② ２次元有限要素法（右図）

応力分布は似かよった傾向を示した

第２粘土層の支持力

【許容支持力】
Ｐ２ｹｰｿﾝ：69ｔ/ｍ2 、 Ｐ３ｹｰｿﾝ：62ｔ/ｍ2
第１砂礫層の地盤反力《上記》に対して安定

（ ）上路のみ供用時

支持層の選定
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頂版の３次元光弾性実験

（模型材料はアダルタイトＢタイプ）
（本体と地盤のヤング係数比を調整）

【目的】

頂版・橋脚部の応力分布を調べる

【結果】

頂版厚の4ｍはケーソンの大きさから考え
ると比較的薄めであるが、橋脚と一体化し
たため頂版の剛性が上がったことにより、
応力がかなり小さくなっている

隅角部に応力集中が確認されたため、
本設計に向けハンチ部を大きくすることに

本設計は実験後の上部工荷重の変更と
併せて実施し、３次元有限要素法により確
認することにした

ケーソン一般図

等色しま図 等傾曲線と主応力線図

ケーソン基礎の１次設計
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隅角部に応力集中



ケーソン基礎の施工

基礎形式
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・ケーソンの床面積は40m×40m 、深さは35ｍ
橋梁の基礎構造として当時の世界最大級の規模

ケーソン一般図（P11 P12中間橋脚基礎）

ケーソン基礎施工に伴う
調査および試験等

①地質調査
②機雷調査
③第2突堤の地中障害物調査
④電気アナログ模型実験
⑤現地透水係数試験
⑥地盤改良の検討
⑦頂版のマスコン対策

築 港 側 P11
（写真奥）

南 港 側 P12
（写真手前）

3.5 2.5



気象データの集積
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気象条件の調査



【1次設計】

トラスの形状と基本寸法

・完成時：構造物の安定性
・架設時：航路の安全確保

〇高い桁下空間の確保
〇橋梁の重心を低く
〇ﾄﾗﾍﾞﾗｰｸﾚｰﾝで架設

上弦材をほぼ水平に下弦材の
寸法を変化させる構造

航路建築限界 20

上部工の設計



課題の整理

21港大橋建設における問題点の関係



断面の比較

ブロック重量の比較

横構・横桁の比較

トラス高さの検討
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トラス高 H＝15ｍ 上下弦材設計部材力図 トラス高 H＝25ｍ 上下弦材設計部材力図
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トラス高さによる部材力の比較





橋軸方向・鉛直震度分布

鉛直方向震度分布

橋軸方向・鉛直震度分布

橋軸直角方向震度分布

震度分布

震度分布は、各部材の応答が
卓越するモードにより決定

上部工設計

24



● 修正震度法の固有値解析に用いる振動モデルの妥当性検討

 固有値解析によって固有周期を算定

 模型実験で得られた固有周期と比較

■ 実験（縮尺1/200）
橋軸直角方向に水平と上下
固有周期（自由振動・強制振動）
変位測定（静的水平載荷）

多質点系の棒モデル
トラス橋で実験値と一致する知見
はある、港大橋の形状ではどうか

立体の骨組みモデル
電子計算機の許容範囲に課題、
実橋に忠実になっているか

実験値とほぼ一致、 低次と高次で
棒系モデルと立体モデルの比が一定

設計に用いる 棒系モデルは概ね
妥当

高次振動で中間支点付近の下弦材に
大きな部材力応答
（トラス構造の立体的な振動性状）

これは棒系モデルでは把握できない

立体モデルによる動的解析が必要

理論値と実験値の比較
（ ）は下部工を固定したケース

模型実験固有周期

加速度計による水平強制振動より
得られた第1次、第２次モード

振動実験
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全体模型による実験状況
京都大学【 吸い込み式エッフェル型風洞 】

写真奥に設置されている物は高さ方向に増加する風
速分布を再現するため一定間隔で配列したアルミ板

張り出し架設時の部分模型実験
全体模型の抗力係数

風洞実験
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 静的空気力係数
既往のトラス橋実験値からの推定ではなく

本橋模型で風洞実験（抗力・揚力等）

 基本風速
過去35年間のデータを統計分析

50m/sec

 風荷重載荷法
自然強風の横方向の相関性データ不足

橋軸直角方向から全面に固定載荷

 ばね吊り動的試験
振動応答（トラス橋では生じ難い）変動風

発生風速（170m/s）十分な安全率

部分模型の抗力係数

抗力係数は水平偏角20度で2.4



【港大橋用高張力鋼の規格】
 HT70・HT80（6≦t≦50、50＜ｔ≦100）
 化学成分（Ｃ、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｐ、Ｓ、炭素当量）
 機械的性質（降伏点、引張強さ）
 切欠きじん性

＜ 確性試験 ＞

母材特性
溶接性

溶接継ぎ手性能
ぜい性破壊特性

製鋼所の調査

製鋼炉の性能
鋳型の大きさ、圧延法

熱処理条件等の製造履歴
製造可能重量

寸法及び焼き戻し性能

80㎏/㎜2級鋼は US STEEL で1950年代に開発
1958年Carquinez(ｶｰｷﾈｽ)橋に初めて使用

＜ 試験を実施 ＞

化学成分分析
外観および形状検査

内部検査
引張試験
曲げ試験
衝撃試験

板厚方向かたさ計測
最高かたさ試験
ビード曲げ試験

斜めｙ形溶接割れ試験
ディープノッチ試験

ＳＲ後の強度・靭性調査
溶接継ぎ手試験

70,80㎏/㎜2級鋼の規格
極厚（100ｍｍ）まで

鋼材製造各社から提供
された多数の鋼材性能に
関する試験結果を分析

製鋼上の限界点と製作上の限界点を見極め
橋梁として必要な性能を満足するために設定

極厚化（製作と架設の省力化のため断面をコンパクトに）

鋼材の調査
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弦材の格点（Aタイプ） 鉛直材の格点（Bタイプ）

（Bタイプ）偏心量を大きくした載荷方法

（Bタイプ）主応力分布

ガセットの実験
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はく離われ試験結果

はく離われ

ラメラーティアー試験における角変形量（拘束なし）

溶接施工小型試験

クラッキングゾーン
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箱断面のかど継手によるフランジ変形量



機械試験片採取位置

残留応力測定要領

残留応力分布図 30

標準部材の大型試験



横型ラジアルボールフランジ

横型ラジアルボール腹 板

エアードリルリ ブ

穴あけ使用機械

パイロットメンバー（塔基部）組立順序一覧図

塔部の大型試験
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上部工の製作
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支承の製作
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185t



仮組立て治具配置図

仮組み立て
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港大橋の架設

中央支間4,500ｔの一括吊上げ架設
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・上部工は、定着径間、張り出し径間の主構を中間支点から仮支材で支持
させながら、上弦材に設置したトラベラー・クレーンにより両側へ張り出し
架設。

・支間長１８６ｍの中央吊桁部は床組も含め工場で組立て、台船で海上曳
航し、張り出し桁に設けたウィンチを用いて約4,500ｔを一括して吊上げ。
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港大橋の建設（ダイジェスト）



構造再生（地震対策）
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床組み支承の変位制限装置に損傷

床組み構造の連結装置損傷

床組みの支承セットボルト脱落

兵庫県南部地震による損傷

上路
床組み

下路
床組み



一般橋梁と同様の方法で耐震補強を行うと、莫大な費
用と長い時間が必要

「損傷制御設計」の導入
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兵庫県南部地震を受けた対策

橋桁を揺らす

骨組み部材を大きく
伸び縮みさせる

大事な部材

普通の部材

損傷させない

損傷を許す

免震・制震
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要求性能の設定

要求性能（損傷制御構造）機能的要求ﾚﾍﾞﾙ

 主構→弾性
 非主構→弾性
 損傷制御部材→履歴減衰を期待

 人命保全
 車両通行可能
 補修不要

性能1

 主構→弾性
 非主構→損傷許容
 損傷制御部材→履歴減衰を期待

 人命保全
 車両通行可能
 補修必要

性能2

 主構→損傷許容
 非主構→損傷許容
 損傷制御部材→履歴減衰を期待

 人命保全
 長期閉鎖

性能3
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対策工

Floor deck 

Cross beam 

Rubber spring 

Sliding bearing 

●斜材座屈防止材

●中間支承落橋防止 ●落橋防止吊ケーブル ●制震ブレース

●端部落橋防止

●一部部材補強●床組免震化
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床組免震化

全重量の約４割を占める床組（道路面）をすべり支承により
免震化

ゴム支承

すべり支承 横桁

床組（道路面）

ゴム支承

すべり支承

落橋防止構造

すべり支承構造詳細図

フッ素樹脂コートステンレス板（上）
繊維強化熱硬化樹脂（下）

【平均摩擦係数は0.04～0.06】

床組に橋軸方向の揺れを伝えない
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制震ブレース

施工後構造（断面図、設置図）
 

「損傷制御設計」のコンセプトを導入し、大規模地震に対して
損傷を許容する部材を決め、当該部材で地震エネルギーを吸収

芯材に低い降伏点を有する鋼材（LY225）を採用、併せて軸力によ

る座屈などの有害な変形が生じないよう座屈拘束材を芯材の外部
に配置

既設ブレースを安全に交換するため
半割にして１本ずつ設置



維持管理



港大橋の塗装仕様（建設時）

港大橋の色彩は、景観性を重視し、航空法との関連により赤色に決定。

当初の塗装系は塗装性能などに
配慮し、塩化ゴム系を採用。

塗装工程 種別
塗布量

（g／㎡）
膜厚
（μ）

素地調整

1次プライマー ウォッシュプライマー 100 10

さびの補修

下塗り(1) 亜酸化鉛1種 140 35

下塗り(2) 亜酸化鉛2種 140 35

中塗り MIO 220 50

上塗り 塩化ゴム（中） 150 30

上塗り 塩化ゴム（上） 140 25

工場
塗装

現場
塗装

工場塗装の範囲はMIOまでとし、

塩化ゴム系塗料を現場で２回塗り。
（吊桁部は上塗りまで工場塗装）

表－１ 建設時塗装系

大和川橋梁（当時）
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港大橋の塗装仕様の変遷

昭和61年度から平成３年度にかけてポリウレタン系塗装に塗替え

区分 塗料名
使用量
（g／㎡）

膜厚
（μ）

補修部 厚膜形エポキシ樹脂塗料　下塗 200 50

下塗り(1) 厚膜形エポキシ樹脂塗料　下塗 200 50

下塗り(2) 厚膜形エポキシ樹脂塗料　下塗 200 50

増塗り部 厚膜形エポキシ樹脂塗料　下塗 200 50

中塗り ポリウレタン樹脂塗料　中塗 140 30

上塗り ポリウレタン樹脂塗料　上塗 120 25

昭和61年度に南港側で試験塗装工事
を実施

ゴンドラや格点足場、固定足場を用い
て塗装を実施
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区分 塗料名
使用量
（g／㎡）

膜厚
（μ）

素地調整 Ｇ－ｅ（一般）

（補修塗） （変性エポキシ樹脂塗料弱溶剤　下塗） (240) (60)

第1層 変性エポキシ樹脂塗料弱溶剤　下塗 240 60

第2層 変性エポキシ樹脂塗料弱溶剤　下塗 240 60

第3層 ふっ素樹脂塗料用　中塗 140 30

第4層 ふっ素樹脂塗料　上塗 120 25

トラス上下弦材下面部には、変性エポ
キシ樹脂の下塗塗装を１層追加

平成13年度から平成22年度にかけてふっ素系塗装に塗替え

腐食が生じやすい添接部では、超厚
膜型エポキシ樹脂塗料を適用

区分 塗料名
使用量

（g／㎡）
膜厚
（μ）

素地調整 Ｇ－ｅ（一般）

（補修塗） （変性エポキシ樹脂塗料弱溶剤　下塗） (240) (60)

第1層 変性エポキシ樹脂塗料弱溶剤　下塗 240 60

第2層 超厚膜形エポキシ樹脂塗料　下塗 500 150

第3層 超厚膜形エポキシ樹脂塗料　下塗 500 150

第4層 変性エポキシ樹脂塗料弱溶剤　下塗 240 60

第5層 ふっ素樹脂塗料用　中塗 140 30

第6層 ふっ素樹脂塗料　上塗 120 25



港大橋の維持管理 – 腐食対策

継手部腐食補修 （ボルト頭部が山形に減肉）

補修工法の検討

腐食減肉した既設添接板に対して、短冊状の
新設補強板を重ね合わせて増厚補強する
補強添接板工法を採用

補修条件

・ 港大橋では超高張力鋼が多用されているため、
溶接・切断に伴う入熱を極力回避

・ ボルトの取替に伴う応力伝達が円滑

・ 補修個所が多く、箱断面トラス部材の内部で
狭隘なため、大規模な補修工事が困難。

補修
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維持管理デバイス「Dr.RING」

・ 「Dr.RING」は、港大橋の橋梁点検を目的とした維持管理でデバイスで、維持
管理の計画性、確実性、安全性に加え、交通影響の抑制に貢献

・ 構造部材全体の80 %以上に及ぶ見附面積188,000 m2以上に近接可能

・ Dr.RINGそのものの維持管理性にも考慮し、主構造部材にアルミニウム合金
鋼材とステンレス鋼材を採用し、長期の使用に耐えうるよう考慮している
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２０１６年３月
運用開始
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〈座談会〉 技術者たちの想い





受賞履歴

1974年 土木学会 田中賞
1974年 土木学会 技術賞
1974年 建設大臣表彰
1974年 天皇賜杯（銀杯）
1974年 大阪市長感謝状
2007年 土木学会 田中賞
2008年 日本鋼構造協会 協会賞
2017年 土木学会関西支部 浪速の名橋50選に選定
2024年 土木学会 選奨土木遺産に選定
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２０２４年
土木学会

選奨
土木遺産応募中
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港大橋
～開通50周年～

日本橋梁建設協会 令和６年度 橋梁技術発表会 特別講演

阪神高速道路株式会社 技術部 技術開発担当部長 桐間幸啓

長大トラス橋の建設とこれまでの取り組み


